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は じ め に
1990年代以降，冷戦後の旧ソ連やアジア，ア
フリカ諸国の民主化が不完全だとの認識を背景
に，民主主義と権威主義の中間形態ないし混合
物とみられる政治体制が注目され，ハイブリッ
ド体制（hybrid regime）［Diamond 2002］，準権威
主 義（semi-authoritarianism）［Ottaway 2003］， 選
挙権威主義（electoral authoritarianism）［Schedler 
2006］などの概念が生み出された。近年，政治
参加の仕組みをもつ非民主体制に関する研究の
焦点は，類型化の作業から，発生，持続，崩壊
の原因究明へと移行しつつあり，選挙［Magaloni 
2006］ や 議 会［Gandhi 2008］， 政 党［Brownlee 
2007］の機能の分析が進められている。
本稿は，次の２つの作業を行う。まず，マ
レーシアの政治体制を競争的権威主義
　はじめに
Ⅰ　問題の所在と事例の位置づけ
Ⅱ　争点の顕出性と投票行動
Ⅲ　仮説の検証
　むすび
《要　約》
マレーシアでは，市民的自由の制限と競争性の高い選挙が併存する競争的権威主義が40年にわたり
続いてきた。なぜ民主化が果たされないのか。あるいは逆に，より強い政治的権利の抑圧と露骨な選
挙不正を伴う体制へと転じないのはなぜか。この問いに答えるには，自由の制限が，統治者が権力を
維持するうえで必要にして十分な効果をあげる理由と条件を示す必要がある。
本稿は，コミュニケーション研究の知見と投票の空間理論を援用して次のような仮説を提示する。
マレーシアでは，民族問題だけが重要争点と認識される，あるいは民族問題の相対的重要性が非常に
高いと認識されるなら与党連合が選挙で優位に立てる。メディアの報道は，争点の重要性に関する
人々の認識に影響を与える。したがって政府統制下のメディアは，統治者に有利な争点の顕出性を高
め，不利な争点の顕出性を抑えるという操作のための道具になりうる。2008年選挙では，インター
ネットの影響でメディア統制の効果が薄れ，それが野党躍進の一因になったと考えられる。州を単位
とするパネルデータ分析でも，プロバイダー契約者数の増加に与党得票率を引き下げる効果があった
ことが認められた。
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（competitive authoritarianism）［Levitsky and Way 
2002; 2010］の一例と位置づけ，その持続と不
安定化に関する仮説を提示する。次いで，2008
年の下院選挙とそれ以前の選挙，とくに1999年
選挙，2004年選挙との比較を通じて，仮説に一
定の経験的裏付けを与える。
マレーシアでは，市民的自由の制限と競争性
の高い選挙が併存する政治体制が40年にわたり
続いてきたが，2008年総選挙で与党連合が議席
を大幅に減らし，体制の安定性が揺らぎ始めて
いる。
先行研究では，マレーシアで体制転換が生じ
ない理由として，自由権の保障を求めるアク
ターの弱さや，エリートの凝集性の高さが重視
されてきた。本稿では，言論統制が権力維持に
寄与するメカニズムを示し，統治者が直接的な
選挙操作をせずとも政権を維持し得た理由の解
明を試みる。
第Ⅰ節では，競争的権威主義の事例としての
マレーシアの特性を示したうえで，改めて問題
の所在について詳しく述べる。
第Ⅱ節では，まず，マスメディアは争点の顕
出性（salience）に関する人々の認識に影響を及
ぼす，というコミュニケーション研究の知見を
紹介する。次いで，投票の空間理論を適用して，
マレーシアの選挙がエスニシティ次元のみの空
間での競合になれば，与党が民族混合選挙区で
優位に立てること，階級次元を加味した２次元
空間での競合になれば与党の優位が消失しうる
ことを示す。これらの作業から，次のような仮
説が得られる。それは，言論統制を通じて，エ
スニシティ以外の争点をまったく顕在化させな
い，あるいはその相対的重要性を低く抑えるこ
とができれば，与党は選挙で優位に立てる，と
いうものである。
第Ⅲ節では，定量分析と定性分析を併用して
仮説の検証を試みる。最初に，仮説から予測さ
れるとおり，2004年選挙までは与党連合が民族
混合区で高い勝率を得ていたこと，2008年選挙
での「敗北」の主因は民族混合区での優位の消
失にあることをデータで確認する。次いで，
2000年代には報道統制の効果を弱めるような現
象が確かにあったことを指摘する。それは，イ
ンターネットの普及である。ここでは，2008年
選挙においてインターネットの普及が与党得票
率に対して負の因果的効果をもったことを確認
する。加えて本節では，選挙前の政治動向を比
較検討し，インターネットの効果は2004年に生
じ得たが，2004年時点では野党側が新たな情報
環境を有効活用する態勢になかったことを指摘
する。
最後に，本稿の主張を整理し，競争的権威主
義が長期間持続する条件と，深刻な民族的亀裂
で分断された社会における民主主義に関して，
マレーシアの事例がもつインプリケーションを
提示する。
Ⅰ　問題の所在と事例の位置づけ
競争的権威主義は，ハイブリッド体制の下位
類 型（注１）と し て Levitsky and Way（2002; 2010）
が提示した概念である。それは，「公式の民主
的制度が存在し，権力を獲得するための主要な
手段だと広く認識される一方，現職が国家を濫
用することで政敵に対し相当の優位に立ってい
る文民体制」と定義される［Levitsky and Way 
2010, 5］。
競争的権威主義の多くは，冷戦終結後の国際
4環境の変化によって生み出された。Levitsky 
and Way（2010: 15）が競争的権威主義の事例に
認定した35カ国のうち，26カ国は1990年代にこ
の体制になった。冷戦後の欧米諸国は，開発途
上国や旧共産圏諸国への民主化圧力を強め，政
治的自由化を経済援助の条件として課した。そ
の際欧米諸国は，もっぱら複数政党による選挙
の実施を求め，市民的自由の保障や平等な立場
での政治的競争の実現まで要求することは少な
かった。このような国際環境が，完全な権威主
義から競争的権威主義への変容を促した。
こうして生まれた競争的権威主義の持続性に
ついては，それは長期的に持続可能だが，本質
的な不安定性があるとされる［Levitsky and Way 
2002, 58-59］。選挙や議会は反対勢力に挑戦の機
会を与え，統治者はジレンマに直面する。抑圧
には国際的孤立や国内紛争激化のリスクがあり，
挑戦を容認すれば権力を失う危険性がある。35
カ国のうち15カ国は2008年までに民主化し，２
カ国（ロシア（注２）とベラルーシ）は完全な権威主
義 体 制（full authoritarianism） へ と 変 容 し た
［Levitsky and Way 2010, 370-371］。
Levitsky and Way（2010）は，経済活動や移民，
留学を通じた西側先進国とのリンケージの強度
が，競争的権威主義が民主化するか否かを決め
たと主張する。また彼らは，民主化しなかった
事例について，組織的権力（政党と治安機関）
の強さが体制の安定度を左右すると述べる。し
かし彼らは，競争的権威主義が完全な権威主義
に移行せずに持続するメカニズムや条件につい
てはまったく言及しておらず，この問題は手つ
かずのまま残されている。
マレーシアは，Levitsky and Way（2002; 2010）
が競争的権威主義の例としてあげた国のひとつ
である。マレーシア政治の専門家もまた，この
国の政治体制を民主主義と権威主義の中間的な
存在と位置づけてきた［Case 1996; Crouch 1996; 
Means 1996; Zakaria 1989］。これらの文献におい
て，民主的側面と指摘されるのは競争性の高い
選挙（注３）の存在であり，権威主義的側面とされ
るのは，言論の自由，集会の自由などの市民的
自由の抑圧と，治安維持のための法律の恣意的
運用による政治的権利の制限である。マレーシ
ア研究で積み上げられた知見に照らし合わせて
みても，マレーシアの政治体制を競争的権威主
義の事例と位置づけるのは妥当といえる。
競争的権威主義の一事例としてマレーシアの
政治体制を捉えた場合，その特徴は顕著な持続
性にある（注４）。多くの新興国と同じく，独立の
時点で当時のマラヤ連邦（注５）は代表制民主主義
を採用し，のちに権威主義へと傾斜した。転機
となったのは，1969年に首都クアラルンプール
で発生した民族暴動（5.13事件）である。暴動後，
約２年の間議会が停止され，議会再開後に市民
的自由を制約する法改正がなされた。したがっ
て，ほぼ40年にわたり競争的権威主義が続いて
いるとみなすことができる。競争的権威主義の
多くが冷戦終結後に誕生したことに鑑みれば，
本質的な不安定性を抱えるとされるこの体制が
長期間持続するメカニズムを考えるうえで，マ
レーシアは格好の事例だといえる。
加えて，マレーシアは競争的権威主義が不安
定化する過程を検討するのに有用な事例でもあ
る。2008年３月の総選挙で与党連合・国民戦線
（Barisan Nasional）が多数の議席を失ったからで
ある。野党の躍進によって，連立の組み替えに
よる政権交代が現実味のあるシナリオとして浮
上し，与党を動揺させた。その結果，アブドゥ
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ラ・ ア フ マ ド・ バ ダ ウ ィ（Abdullah Ahmad 
Badawi）首相が2009年4月に退陣に追い込まれ
ている。従来の統治手法では権力維持が困難に
なったという意味において，マレーシアの現行
体制にかつてほどの安定性はない。安定から不
安定化へと転じたプロセスの観察，すなわち同
一事例内比較［George and Bennett 2005］によって，
競争的権威主義が持続するメカニズムに関する
仮説に対して，一定の経験的裏付けを与えるこ
とができる。
マレーシアでハイブリッド体制が続いている
理由については，すでにいくつかの仮説がある。
それらは，在野勢力の弱さを重視する説，統治
者の強さを重視する説，統治者と在野勢力との
合意を重視する説の３種に大別できる。
Crouch（1996）は，在野勢力の弱さに体制持
続の理由を見いだす議論の代表例といえる。ク
ラウチは，新経済政策（New Economic Policy），
いわゆるブミプトラ政策によってマレー人の企
業家と中間層が生み出されたことを重視し，新
興企業家層と中間層がエスニシティによって分
断されているために民主化推進勢力たり得ない
と指摘した。
一方，Brownlee（2007）は，統治エリートの
凝集性を維持できるか否かが権威主義体制の存
否を決めると主張する。ブラウンリーによれば，
エリートの結束は強力な政党（与党）の存在に
よって維持される。政党は，権力の獲得を目指
す個々の政治家に長期的な展望を与え，指導者
への挑戦を自制させるからである。エリートが
結束しているとき，在野勢力の力だけで民主化
を実現するのは難しい。ブラウンリーは，エジ
プトとマレーシアでは発達した与党組織がある
ために古い体制が持続し，それを欠いたイラン
とフィリピンは体制変動を経験したと指摘する。
支配‐被支配関係の構造的安定性を強調する
これらの議論に対して，鈴木（2010）は，支配
者による一方的な被支配者の抑圧という見方を
退け，政府・与党と在野勢力との合意の存在を
重視する。鈴木は，自由権を制限する法律の立
法過程に，野党と利益団体が参加して影響力を
行使したことを明らかにし，協議の結果生まれ
た自由の範囲に関する合意が政府と在野勢力の
双方を拘束していると主張する（注６）。
これらの議論は皆，市民的自由の制限にとも
なう統治者側のコストが小さいことを明らかに
しており，競争的権威主義の本質的不安定性が
マレーシアにおいてなぜ克服され得たのかを示
す有力な仮説と評価できる。ただしいずれの仮
説も，マレーシアが民主化しない理由を説得的
に示す一方で，Levitsky and Way（2010）と同様
に，それがよりハードな権威主義に転じない理
由については十分な説明がない。
競争的権威主義を完全な権威主義と区別する
ことに意味があるとすれば，それが持続する理
由を説明する際には，民主化しない理由だけで
なく完全な権威主義に移行しない理由について
も説明する必要があるはずだ。マレーシアの政
治体制を完全な民主主義と完全な権威主義との
中間的な存在とみなし，その持続性を説明しよ
うとする場合にも，同じことがいえる。しかし
従来の研究のように，自由を制限しても深刻な
問題が生じない，という消極的理由を指摘する
だけでは，統治者が野党の徹底弾圧や直接的な
選挙の操作（投開票や集計の操作，立候補者のス
クリーニングなど）に手を染めない理由は説明
できない。
そもそも，統治者はなぜ市民の自由を制限す
6るのだろうか。自由の制限に対する反対が弱い，
あるいは反対が生じても封じ込める力がある，
という意味で統治者が「強い」としても，その
統治者が，完全に自由で公正な選挙において
「強い」とは限らないからではないか。選挙の
不確実性こそが，統治者に社会統制を行わせる
重要な動機になるのだとすれば，競争的権威主
義の持続を説明する際には，市民的自由の制限
がどのようなメカニズムを介して選挙での勝利
に寄与するのかを解明する必要があろう。
東南アジアの６カ国について，選挙操作の技
巧とハイブリッド体制の持続性との関係を論じ
た Case（2006）は，マレーシアとフィリピン，
タイ，インドネシアを強い野党がある国とし，
シンガポールとミャンマーを野党が弱い国と分
類した。そのうえでケイスは，経済危機ののち，
選挙の操作が「下手」で野党が強いタイ，フィ
リピン，インドネシアは民主化し，選挙の操作
が下手で野党が弱いミャンマーが完全な権威主
義に転じたのに対し，選挙の操作が「巧み」な
マレーシアとシンガポールでは中間的な体制が
続いたと論じた。
しかし，比較にもとづくこの議論もまた，競
争的権威主義が持続する理由を十分説明するも
のではない。あからさまな操作は，選挙の正統
化機能を著しく損ない，反政府運動が生じるリ
スクを高める。その他の条件が一定だとしたら，
あからさまな操作に頼らずとも，軽微な操作で
統治者が勝利を確保しうる国でハイブリッド体
制がより長く続くのは自明といえよう。解くべ
きは，野党が「強い」はずの国で，直接的な選
挙の操作を行わずとも与党が勝ち続けられるの
はなぜか，というパズルである。
競争的権威主義の持続を説明するには，社会
から強い抵抗が生じない理由やエリートの凝集
性が維持される理由を示すだけでは不十分であ
る。同時に，市民的自由と政治的権利に対する
比較的低レベルの制限が，統治者が選挙で勝利
するうえで必要にして十分な効果を発揮する理
由を示す必要がある。このような問題意識にも
とづき，次節ではマレーシアにおいて言論統制
が与党の勝利に寄与するメカニズムに関する仮
説を提示する。
Ⅱ　争点の顕出性と投票行動
マレーシアでは，「３つの M」が与党の強さ
の源泉だといわれる。「３つの M」とは，マ
ネー，メディア，マシーンを指す。このうちの
２つ，マネーとマシーンは，利益誘導による支
持獲得に不可欠の資源である。マレーシアの与
党は，開発予算や官僚機構への独占的アクセス
権をあからさまに濫用している［Shamsul 1986; 
1997］。政府は与党の議席増が期待できる地域
へ戦略的に予算を配分し，得票の増加に結びつ
けている［鷲田2006］。しかし藤原（1994）が指
摘するように，このような現象は民主主義のも
とでも起こりうる。
問題は，選挙キャンペーンにおける与党の独
占的利用を含むメディア統制である。マレーシ
アのマスメディアは，認可制度と資本所有を通
じて政府・与党にコントロールされている
［Mohd Azizuddin 2005; Zaharom 2002］。内務大臣は，
印刷機・出版物法（注７）にもとづき定期刊行物や
書籍の発行を禁止する権限をもつ。同法は，あ
らゆる印刷物を規制対象としており，ビラを無
許可で配布したという理由で野党政治家が逮捕
されるといった事例もある。マスメディアの統
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制は，それ自体が自由権の侵害に相当するだけ
でなく，集会の制限や，NGO の設立と運営に
関する規制と相まって，市民による異議申し立
ての機会を奪うため，多くの研究者が現行体制
を民主主義とはみなさない理由になっている。
しかし，言論統制が選挙での与党優位に寄与
する理由については，これまでほとんど明らか
にされてこなかった（注８）。記事の内容分析に
よって，マスコミ報道の偏向を指摘した文献は
いくつもあるが［Mohd Azizuddin 2005; Mustafa 
1990; 2003; Wong 2001; 2004］，与党寄りの報道が
多いという事実のみをもって，言論統制が選挙
で与党を有利にすると直ちに断定することはで
きない。本節では，言論統制による争点顕出性
の操作が与党の勝利を担保するという仮説を提
示する。
１．議題設定仮説
メディアには，人々を説得し，彼らの行動を
変える力があるのだろうか。選挙キャンペーン
のような短い期間においても，メディアは人々
を説得し，彼らの態度や行為を変える，という
見方について，コミュニケーション研究では否
定的な検証結果が出されている［Lazarsfeld, 
Berelson and Gaudet 1968］。短期間での説得効果
に代わって1970年代から注目を集めているのは，
争点の重要性の知覚に対するメディアの影響力
である。
争点の重要性ないし顕出性（salience）とは，
「優先性，切迫性といった意味」であり，「他は
さしおいても，まずは取り組まなければならな
いという意味での重要性」である［竹下1998, 
89］。一連の研究の先駆けとなった McCombs 
and Shaw（1972, 177）は，「マスメディアは，政
治的争点に対する態度の顕出性に影響を与え，
政治的キャンペーンの議題（agenda）を設定す
る」という仮説を提示した。メディアがある争
点を強調すると，その争点の重要性に対する受
け手の知覚が高まる，という因果関係は，議題
設定の基本仮説と呼ばれる［竹下 1998］。
議題設定仮説の妥当性を裏付ける実証研究が
数多く存在する一方，因果性への懐疑もある
［Kosicki 1993］。因果律は逆向きであり，人々の
関心（公衆議題）がメディアの議題に影響を与
えているのかもしれない。あるいは，メディア
の争点強調と受け手の重要性認知の相関は見せ
かけにすぎず，現実の出来事がメディア議題と
公衆議題の双方を規定しているのかもしれない。
しかし，争点顕出性に影響するほかの要因の影
響を統制した実験によっても，メディアの議題
設定効果は認められている。Iyengar and Kinder
（1987）は，テレビニュースの議題設定効果を
検証すべくラボ実験を行い，その効果を確認し
た。Gerber, Karlan and Bergan（2009）もまた，
セレクション・バイアスが生じないように設計
されたフィールド実験の結果から，新聞が報じ
た（論調ではなく）トピックが，有権者の投票
行動に影響を与えたとの解釈を導いている。
メディア効果の実証研究は，おもにアメリカ
を中心とする先進国で行われてきた。したがっ
て，短期的説得効果の存在は疑わしいが議題設
定効果は認められる，という知見が，言論統制
のもとでも妥当するとは限らない。言論統制下
では，メディアの信頼性がないために，人々は
報道よりも対人コミュニケーションから得られ
る情報に依存し，メディアの議題設定効果は薄
くなるかもしれない。
マレーシアでは，メディア効果の実証研究が
8ほとんど行われておらず（注９），同国のメディア
が議題設定効果をもつとは断定できない。しか
し前述のとおり，コミュニケーション研究の分
野では他の要因をコントロールしたうえで議題
設定効果の存在が確認されており，マスメディ
アは一般に議題設定効果をもつと仮定しても無
理はない。ここでは，マレーシアの政府はメ
ディア統制によって争点顕出性に対する有権者
の知覚をある程度操作しうると仮定する。以下
では，マレーシアにおける政党間競合のあり方
と投票行動の関係をモデル化し，言論統制を用
いて与党に投票するよう有権者を説得すること
ができなくても，争点顕出性を操作できれば与
党の勝利を確保できると考えられることを示す。
２．エスニシティ次元における政党間競合
マレーシアの政党には，大きく分けて，マ
レー半島部で活動する政党と，ボルネオ島のサ
バ州の地方政党，サラワク州の地方政党の３種
がある。マレー半島部では，与野党ともに特定
民族の利益代表としての性格をもつのに対し，
ボルネオの２州の政党には，特定政治家の個人
政党の性格が強いものも多い。そのため，政党
間競合のあり方と投票行動の関係を，サバとサ
ラワクを含めてひとつのパースペクティブで分
析するのは困難である。2008年総選挙以降，連
立政権におけるサバとサラワクの政党の重要性
が増しているものの，安定政権を築くには，ま
ず下院定数の４分の３を占める半島部を制する
必要がある。そこで本稿は，マレー半島部の状
況だけを考察対象とする。
1957年の独立時点で，マラヤ連邦ではマレー
人と非マレー人の人口が拮抗しており，民族別
人口比はマレー人が49.8パーセント，華人37.2
パーセント，インド人11.1パーセント，その他
2.0パーセントであった［DOS 1983, 17］。その後
マレー人の比率が高まったが大多数を占めるに
は至らず，2000年センサス時点での半島部の民
族比は，マレー人61.0パーセント，その他のブ
ミプトラ1.4パーセント，華人27.4パーセント，
インド人9.3パーセント，その他0.8パーセント
となっている［DOS 2001, 52-68］。
マレー半島部の主要政党は，与野党ともに民
族政党の性格が強い。与党側は，独立時点から
連立政権を組む統一マレー人国民組織
（UMNO），マレーシア華人協会（MCA），マレー
シア・インド人会議（MIC）がそれぞれマレー
人，華人，インド人の政党である。1969年の
5.13事件後に与党連合に加わったマレーシア人
民運動党（Gerakan）は，民族にこだわらない
（ノン・コミュナル）政党を標榜しているものの，
実質的にはノン・マレー政党といえる。
独立期からの主要野党のひとつ，汎マレーシ
ア・イスラーム党（PAS）はイスラーム主義政
党であり，華人とインド人のムスリム人口がわ
ずかであることから，事実上のマレー人政党と
いえる。もうひとつの主要野党，民主行動党
（DAP）は，シンガポールの人民行動党（PAP）
マラヤ支部が発展したものであり，指導者，支
持者ともに非マレー人が大多数を占める。2008
年選挙で躍進を遂げた人民正義党（PKR）は，
1999年にノン・コミュナル政党として旗揚げさ
れた（注10）が，その時点の指導者，支持者の大半
はマレー人であった。
マレー半島部の政党は，民族性だけでなく階
級性も帯びている。UMNO は，王族，官僚，
教員といった植民地期のエリートによって設立
された［Funston 1980; Means 1970; Stockwell 1979］。
言論統制は政権維持にいかに寄与するか
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その後，近代化と NEP によって生まれた新興
企業家層が党内で台頭するが，社会経済的エ
リートの利益を代表するという党の性質は変わ
らない［Shamsul 1986; 1997］。一方，野党の PAS
は，初期にはマレー人左翼の人脈につらなる指
導者も多く，現在に至るまで低所得層からの支
持が比較的厚い［Kessler 1978］。華人政党にも
同様の差異がある。与党の MCA が財界の有力
者によって設立されたエリート政党であるのに
対し，DAP は明確に左派を標榜し，支持者に
は中小事業主や賃金労働者が多い。
ここではまず，与野党の民族性のみに着目し
て政党間関係をモデル化する。各党は，多文化
主義 - マレー・イスラーム主義（Multiculturism 
vs. Malay-Islamism，以下 MC-MI）という1次元イ
デオロギー空間で支持獲得競争を行っていると
みなす。ここでのイデオロギーとは，政党と有
権者の双方にとって，財政問題や小学校のカリ
キュラム，年金制度のあり方といった多数の個
別具体的な争点を縮約し，自己と他者の立場を
簡潔に認識するための概念であり尺度である
［Downs 1957; Hinich and Munger 1994］。ある有権
者が，投票にあたって６つの争点を判断基準に
しているとしよう。この有権者が，６次元空間
における自身の理想点と政党の位置を把握して
いる，ということは現実的には考えづらい。政
党の側も，無数にありうる争点のすべてについ
て，自らの立場を明示することはできない。一
般に政党は，党是，綱領のかたちで，個別争点
に対応する際の参照枠となるいくつかの指針を
示し，他党との差異を表明する。ここでは単純
化のため，政党と有権者が，多次元の争点空間
を低次元のイデオロギー空間へと縮約するため
の解釈枠組みを共有しているものと仮定する。
図1-A は，第１回総選挙の時点における MC-
MI 空間上の有権者の理想点の分布と与野党の
位置を示したものである。横軸の左端は極端な
多文化主義，右端は極端なマレー・イスラーム
主義を指す。マラヤは典型的な複合社会（plural 
society），分断社会（divided society）とみられ，
かつマレー人と非マレー人の人口比は拮抗して
いた。そのため，MC-MI 空間における有権者
の理想点の分布は，政党間競合の空間理論の創
始者アンソニー・ダウンズのいう２峰分布
［Downs 1957, 119 figure 3］であったとみなせる。
独立以前から協力関係にあった与党に対し，
エスニシティ次元においてより急進的な立場を
とる野党が，1959年の第1回総選挙までに登場
している。具体的には，マレー人野党としては
PAS と国家党（Party Negara），ノン・マレー野
党として人民進歩党（PPP）があげられる［Vasil 
1971］。全国レベルでみると，各党は MC-MI 空
間において，左からノン・マレー野党（ON），
ノン・マレー与党（RN），マレー人与党（RM），
マレー人野党（OM）の順で位置しているものと
みなせる。
有権者は，単峰型の効用関数をもち，自らの
理想点に相対的に近い位置にある政党の候補に
投票すると仮定する。また各党の候補は，同一
の位置取りをすると仮定する。さらにいくつか
の仮定を加えると選挙区レベルでの投票結果の
予測が可能になり，それにもとづいて政党の再
配置の方向性が定まると考えられる。
まず，選挙区レベルにおいて予想される投票
結果について考える。マレーシアの下院選挙は，
最多得票候補が当選する単純小選挙区制（first-
past-the-post）のもとで行われている。選挙区の
民族構成をみると，マレー人有権者の比率が３
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パーセント程度の選挙区からほぼ100パーセン
トの選挙区まで，幅広いバリエーションがある。
上記の仮定に加え，⑴有権者は政党の位置を確
実に認識する，⑵政党の位置は投票率に影響を
与えない，⑶各選挙区では同一民族与野党の２
党間競合になる，という３つの仮定をおく。
これらの仮定は，さほど現実離れしたもので
はない。まず投票率についてみると，後述する
民族混合選挙区では自らの理想点から遠い選択
肢しかもたない有権者の比率が高くなるが，こ
うした選挙区で投票率が低下する傾向はみられ
ない［中村 2006］。したがって，疎外（alienation）
による棄権を考慮する必要はない。また，最初
の２回の選挙におけるノン・マレー政党間競合
のケースを除けば，第３の候補者はほとんどが
泡沫候補である［中村 2009］。
さらに，これまで12回実施された総選挙にお
いて，同一民族政党間競合の比率は最低でも
60.5パーセントに上り，1986年の第７回総選挙
以降は75パーセントから90パーセント超の間で
推移している［中村 2009, 231］。同一民族政党
間競合の比率が高くなるのは，与野党ともに自
党が支持母体とするエスニック集団の比率が高
い選挙区を中心に候補を立てるためである。連
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立政権を組む与党側は，常にすべての選挙区で
統一候補を擁立している。加えて，マレー人有
権者が過半数の選挙区は UMNO に，ノン・マ
レー有権者が過半数の選挙区はノン・マレー政
党に配分される傾向が強い［中村 2009, 232］。
野党側の候補者擁立の選択にも同様の傾向がみ
られる。候補者を立てるにはコストがかかるた
め，野党は勝ち目の薄い選挙区を回避している
と考えられる。したがって，仮定⑶には，とく
に異民族政党間競合となる事例を除外するとい
う問題があるものの，選挙結果と政党再配置の
予測に致命的な歪みをもたらすものではないと
考えられる。
上記の仮定のもとでは，選挙区レベルでは中
位投票者定理が当てはまり，当該選挙区の中位
投票者（m）に対して相対的に近くに位置する
政党の候補が当選する。マレー人有権者が大多
数の選挙区では，前述した候補者擁立の慣行の
ためマレー人与野党間競合となることが予想さ
れるが，こうした選挙区における中位投票者の
理想点は野党候補の位置に近く，したがって野
党の勝利が予想される（図1-B）。一方，民族混
合区では，中位投票者の位置は与党の立場に近
く，与党候補の勝利が予想される（図1-C）。ノ
ン・マレー政党間競合においても同様に，ノ
ン・マレー選挙区では野党の勝利，民族混合区
では与党の勝利が予想される。民族混合区では，
穏健民族政党が異民族からの得票に支えられて
勝利する。この現象は，票の共有（vote pooling）
と呼ばれる（注11）［Horowitz 1989; 1991］。与野党が
獲得する議席数は，各党の位置を与件とした場
合，エスニック集団の地理的分布と選挙区割り
のあり方によって定まる。
このような予測は，翻って政党の位置取りに
影響を与える。与野党がともに議席数の最大化
を目指してイデオロギー空間を自由に移動しう
るとすれば，RM と OM の位置は，￨RM−m￨＜
￨OM−m￨となる選挙区と，￨RM−m￨＞￨OM−m￨
となる選挙区の数が一致する点に収斂すると予
想される。RN と ON の位置も同様に収斂すると
考えられる。
しかし，マレーシアの政党が下院議席の最大
化のみを目指すという仮定や，制約やコストを
負わずにイデオロギー空間を自由に移動できる
という仮定は現実的ではない。まず与党につい
て考えると，最上位の目標は権力の維持であろ
う。極端な急進化は連立解体のリスクをもたら
すが，マレー人と非マレー人が拮抗する状況下
では，単一政党による過半数議席の獲得はきわ
めて困難である。連立の組み替え（同一民族野
党との連立）による権力維持が可能にならない
限り，当初の連立を維持しうる範囲内で議席の
最大化を目指すことになろう。野党にとっては，
急進政党として結成されたという背景が位置変
更の足かせとなる。急激な穏健化は，党の分裂
による議席の減少という事態を招きかねない。
野党は，党の一体性を保てる範囲内で議席の最
大化を目指すことになろう。与野党はこうした
制約下にあると考えられるが，許容範囲内の移
動であっても，その距離が長くなればなるほど，
党員の支持をとりつけるためのコストが大きく
なると考えられる。
1959年の第１回総選挙以後，いくつかの有力
野党が新設されたが，エスニシティ次元におい
て主要野党が与党より急進的な立場をとるとい
う政党システムの基本的な性質は変わっていな
い。野党には思い切った立場変更が困難であり，
選挙が MC-MI 次元のみの１次元空間での競合
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になれば，票の共有の効果が強く表れる民族混
合区で与党が優位に立てると考えられる。 
３．２次元空間における政党間競合
しかしマレーシアにおいて，あらゆる政治的
争点が常に民族間の利害対立として認識される
わけではない。民族内格差の問題は独立以前か
ら認識されており，縁故主義や汚職といった問
題も，持てる者と持たざる者の利害対立という
側面をもつ。ゆえに前述したように，与野党間
には階級面での差異が存在すると指摘されてき
た。有権者の意識のなかにも，少なくとも潜在
的には階級的争点が存在し続けたはずである。
投票の空間理論では，２通りの意味で争点の
顕出性が捉えられている。ひとつは，争点が投
票者に認知されているかいないかという把握の
仕方で，この場合，顕在化した争点の数が空間
の次元の数となる。Riker（1986; 1990）は，次
元の数の操作，すなわち争点の顕出性の操作に
よって議決の操作が可能になると指摘し，この
操作を，人々を説得し彼らの理想点を動かすレ
トリックと対比させてヘレステティック
（heresthetic）と名付けた。争点顕出性の操作を
通じた次元の操作には，足しあげと固定化の2
種 が あ る。 次 元 の 足 し あ げ（increasing 
dimensionality）とは，ある争点に関して多数派
と少数派に分かれた状況を，別の争点を顕在化
させることによって組み替える操作である。次
元の固定化（fixing dimensionality）は，自身が勝
てる争点だけを軸に競合が行われるよう仕向け
る操作を指す。どちらも，投票者をとりまく状
況の再定義によってなされる。
ライカーは，ヘレステティックを有能な政治
家がなす技巧と捉えており，言論が統制された
状況を想定しているわけではない。しかし，メ
ディアが議題設定効果をもつならば，言論統制
下では次元の固定化のような操作をより簡単に
行いうる。政府・与党はメディア議題を直接操
作できるため，自由な報道がある場合に比べて
容易に公衆議題を操作できると考えられるから
である。
争点の顕出性に関するもうひとつの，より一
般的な捉え方は，多次元空間における「異なる
争点の相対的重要性」［Hinich and Munger 1997: 
52］という見方である。一度にひとつずつ物事
を決定していく場合，争点の顕出性は問題とは
ならない。しかし，２つ以上の争点を含む政策
パッケージに対して投票する場合，その時点で
それぞれの次元をどの程度重視するかによって
投票行動は変わる。この意味での争点顕出性は，
コミュニケーション研究における「優先性，切
迫性」としての争点顕出性に近い概念といえ
る（注12）。
先にみたとおり，マレーシアにおいて選挙が
エスニシティ（MC-MI 次元）のみの1次元イデ
オロギー空間での競合になれば，与党連合は民
族混合区で優位に立てる。では，階級性（Left 
vs. Right，以下 L-R）の次元を加味した２次元空
間での競合になるとしたら，いかなる帰結が生
じるだろうか。一般に２次元以上の争点空間に
おける２つの選択肢の多数決では，特殊な条件
下でしか均衡が存在しないことが知られている
［Enelow and Hinich 1984］。単純小選挙区制をと
るマレーシアの選挙でも，同様の事態が予想さ
れる。イデオロギー空間上の移動に制約がなけ
れば，２次元空間での競合では与党の民族混合
区での構造的優位が崩れる。
メディア統制を通じて，投票の際に階級問題
言論統制は政権維持にいかに寄与するか
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を一切意識させず，選挙がエスニシティ次元の
みの1次元空間で行われるよう仕向けることが
できれば，与党の優位は保たれる。だが，マス
メディアを統制しても，このような操作を常に
成功させるのは困難であろう。野党や NGO に
は，マスメディアを利用できなくても，組織を
通じて主張の普及を図るという手段がある。
しかし，野党に課せられた移動の制約を加味
すると，争点の「優先性，切迫性」に関する有
権者の認識をコントロールできれば，２次元空
間での競合になっても与党は民族混合区の優位
を維持できると考えられる。
図2-A と2-B は，MC-MI 次元と L-R 次元の2
次元イデオロギー空間における選挙を，きわめ
て単純なかたちでモデル化したものである。こ
こでは，民族混合区でのマレー人与野党間競合
を想定している。投票者は３人で，図の点１，
２，３は，彼らの理想点を表す（図2-A と2-B の
点の位置はすべて同一）。投票者１の理想点は，
MC-MI 次元で MC 端（多文化主義）寄り，L-R
次元で L 端（左派）寄りにある。これは，ノ
ン・マレー野党の中核的支持層の理想点を表す。
同様に，投票者２の位置はマレー人野党の中核
的支持層の理想点を，投票者３の位置はマレー
人与党の中核的支持層の理想点を表す。
３人の投票者のうち２人以上から得票した候
補が勝利する。この設定は，民族混合区の状況
を単純化して表現したものである。民族混合区
では，階級面では中間より下の階層に属す有権
者が多いが，民族面ではマレー人と非マレー人
の数が拮抗し，一方の民族の中・下層の有権者
だけでは過半数に達しないと考えられる。投票
者3に代表される中間より上の階層の有権者は，
L-R 次元で R 端（右派）寄りであるとともに，
異民族エリートと良好な関係をもつことで経済
的利益を得られるため，MC-MI 次元では比較
的穏健な理想点をもつと仮定した。
候補者はマレー人与党候補とマレー人野党候
補の２人で，与党の位置は点 Q とする。野党
の位置は，自身の中核的支持層を代表する投票
者２の理想点と同一とする。３人の投票者は，
自分の理想点からの距離が短い方の候補に投票
する。破線で囲われた長方形の領域は，マレー
人野党の可動範囲を表す。マレー人野党は，党
運営上の制約のため，マレー人与党の中核的支
持層（投票者３）の理想点から，MC-MI 軸では
右側（マレー・イスラーム主義），L-R 軸では上
側（左派）の領域にしか位置取りできないもの
とする。以上の設定は図2-A と2-B に共通の設
定であり，著しく単純化されているが，民族混
合区での政党間競合の典型例を想定したもので
ある。
もし報道の自由が保障され，その結果，有権
者にとって L-R 次元が MC-MI 次元と同等の重
要性をもつようになったとすると，いかなる帰
結が導かれるだろうか。図2-A は，MC-MI 次
元と L-R 次元が同一の顕出性をもつ状況を図
式化したものである。有権者には，民族問題と
階級問題とが同等の重みをもつ。ゆえに投票者
の無差別曲線は円になる。図の網掛け部分は，
マレー人与党の位置 Q に対する勝利集合（win 
set）を表す。与党が点 Q にあるとき，野党が
勝利集合内の位置に移動すれば野党が勝利する。
投票が，初期設定どおり野党が投票者2の理
想点と同一の点に位置した状態で行われれば，
点 Q に位置する与党候補が投票者１と３の２
人の票を得て勝利する。しかし，与党の位置 Q
に対する勝利集合は大きく，マレー人野党の可
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動範囲ともかなり重なる。この状況では，野党
が MC-MI 軸上をわずかに左に移動する，すな
わちエスニシティ次元でわずかに穏健化すれば，
自党の中核的支持層（投票者２）の票とともに
ノン・マレー野党の中核的支持層（投票者１）
の票を得て，与党に勝つことができる。
一方，図2-B は，L-R 次元の顕出性が低い場
合のモデルである。次元の顕出性の相対的差異
は，投票者の無差別曲線の形状に反映される。
２つの次元は相互に独立と仮定すると，投票の
時点で投票者が MC-MI 次元を L-R 次元より重
視している場合，無差別曲線は縦長の楕円とな
る。無差別曲線が図2-B のような形状になれば，
投票者1と2が構成する，与党の位置 Q に対す
る勝利集合は野党の可動範囲の外側にしか存在
しない（注13）。野党にとっては，投票者２と３か
らなる勝利集合がわずかに可動範囲内に残され
ているが，図2-A の状況に比べて大きな移動を
しないかぎり，すなわち多大なコストを払わな
いかぎり，与党に勝利することはできない。ま
た，与党がわずかに位置を修正すれば，野党の
可動範囲内の勝利集合をきわめて小さなものに
できる。
このように，メディアを統制して議題設定効
果を特定の方向に作用させる――エスニシティ
次元の顕出性を高め階級次元の顕出性を抑える
――ことができるなら，選挙が２次元空間での
競合になっても，票の共有にもとづく民族混合
区での与党の構造的優位が維持される。した
がって，民族混合区の比率が十分に高ければ，
言論統制は競争的選挙を通じた統治者の権力維
持に大きく寄与する。このようなメカニズムを
通じて政権を維持できるなら，票集計の操作の
ようなあからさまな不正をする必要がなく，選
??
?? ??
??
MC 
L 
R 
Q 
MI 
?? ???????????????
??
??
Q 
MI MC 
L 
R 
?? ??????????????
???????????????????????????????
?????????
???????????????????????????????????????????????????
?????????????????????????????????????????????????
言論統制は政権維持にいかに寄与するか
15
挙の見かけ上の競争性を保てるため，統治者は
ある程度の正統性を確保できる。
むろん，言論統制は市民的自由の侵害であり，
それを行う統治者に対する反発を招きかねない。
しかし，手続き面で深刻な不正のない選挙に
勝って政権が維持されている以上，政権打倒の
試みは制度外行動によって行うほかなく，反体
制勢力の側の正統性確保もまた困難になる。こ
うした一連のメカニズムが働くことによって，
マレーシアでは長期にわたり競争的権威主義が
維持されてきたと考えられる。
仮に言論の自由が保障されても，民族問題と
階級問題とが同等の顕出性をもつようになると
は限らない。各次元の相対的重要性に関する有
権者の認識は，選挙前に生じるさまざまな出来
事に加え，与野党政治家のヘレステティシャン
としての手腕にも影響される。しかし言論の自
由がある場合，言論統制下に比べて政府による
争点顕出性の操作は困難になり，図2-A のよう
な状況が発生しやすくなる。したがって，自由
な報道の容認，あるいはメディア統制の効果が
失われるような事態の発生は，与党にとって盤
石であるはずの支持基盤を一気に掘り崩す可能
性を秘めている。
Ⅲ　仮説の検証
前節では，言論統制を通じた争点顕出性の操
作が，票の共有による民族混合区での構造的優
位を与党にもたらし，競争的権威主義の持続に
寄与するという仮説を提示した。次に，この仮
説の妥当性を以下の作業を通じて検証する。ま
ず，与党連合が民族混合区で高い勝率を得てき
たこと，マレー半島部における民族混合区の比
率が高いこと，ならびに2008年総選挙での議席
減少は，民族混合区での敗北が主因であること
を確認する。続いて，2008年選挙前の数年間に，
政府による争点顕出性の操作が困難になる状況
が生じていたかどうかを確認する。ここでは，
インターネットの普及がメディア統制の効果を
弱め，与党票の減少を促したと考えられること
を示す。
１．与党連合の得票パターンの持続と変化
前節で提示した仮説が妥当であるなら，まず，
民族混合区での与党連合の長期にわたる優位が
認められるはずである。また，体制の不安定化，
すなわち2008年選挙における与党議席の大幅な
減少は，民族混合区での敗北が主因だと予想さ
れる。
民族混合区での与党優位については，本格的
なマレーシア選挙研究としては最初期の文献で
ある Ratnam and Milne（1967）ですでに言及さ
れており，その後も繰り返し指摘されてきた
［Brown 2005; Crouch 1982; Vasil 1972; 鳥居 2003］。
筆者自身も別稿［中村 2006; 2009］で詳しく検
討しているため，ここでは投票結果の特徴を簡
潔に示すにとどめたい。
図３は，1959年の第１回総選挙から2008年の
第12回総選挙のうち，選挙区の民族構成が公表
されていない３回を除く計９回の選挙について，
下院選挙区のマレー人有権者比率（注14）（横軸）と
与党連合候補の得票率（縦軸）の関係を示した
ものである。2008年選挙を除く８回については，
2変数間の関係性を表す回帰曲線がすべて逆 U
字型になっている（注15）。この図から，1959年選
挙から2004年選挙に至るまで，与党連合が民族
混合区で相対的に高い得票率を得てきたことが
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確認できる。
勝率でみても，2004年選挙までの間，与党連
合は民族混合区で圧倒的な優位にあった（表１）。
ここでは便宜的に，マレー人有権者比率が25
パーセント未満の選挙区をノン・マレー区，25
パーセント以上75パーセント未満の選挙区を民
族混合区，75パーセント以上の選挙区をマレー
区と定義する。第１回総選挙以後の50年間，マ
レー半島部の定数に対する民族混合区の割合に
大きな変化はなく，55パーセントから60パーセ
ント弱の間で推移している。2004年総選挙まで，
与党連合は民族混合区で最低（1969年選挙）で
も79パーセントの勝率を得ており，1986年から
2004年までは毎回9割以上の議席を獲得した。
その結果，権威主義化が進む以前の２度（1959
年と1969年）を除き，民族混合区だけでマレー
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半島部定数の過半数を獲得できた。
一方，ノン・マレー区では，与党連合が過半
数を得たのは２度（1964年と1995年）のみである。
マレー区では1999年選挙を除き与党が過半数を
維持してきたが，選挙ごとの議席の増減が激し
い。
このような与党の得票パターンは，2008年選
挙で著しく変化した。マレー人有権者比率が50
パーセント以上の選挙区では票の交換の効果が
消失し，回帰曲線はほぼ右肩上がりになってい
る。民族混合区での与党連合の勝率は，前回選
挙の100パーセントから54パーセントに急落し
た。
この選挙で与党連合は，ノン・マレー区では
まったく議席を獲得できず，マレー区での勝率
も62パーセントと，過去の実績のなかでは苦戦
した部類に入る。しかし，与党連合がノン・マ
レー区とマレー区の双方で苦戦したのはこれが
初めてではない。とくに1990年選挙では，2008
年と同様にノン・マレー区で完敗し，マレー区
での勝率もほぼ同じ（63パーセント）であった。
だがこのときは，従前通り民族混合区で圧勝で
きたため，与党連合はマレー半島部定数の４分
の３を確保した。したがって，2008年選挙で与
党が歴史的「敗北」を喫したのは，民族混合区
での伝統的優位を失ったからだといえる。
２．インターネットの効果
では，民族混合区での与党優位はなぜ消失し
たのか。2008年総選挙前の数年間に，政府・与
党による争点顕出性の操作を困難にする状況が
生じたと考えられるだろうか。
まず政府のメディアへの対応を振り返ってみ
ると，2003年10月に首相に就任したアブドゥラ
が，前任のマハティールとは異なるアプローチ
をとったのは確かである。アブドゥラは，首相
就任後初の下院演説で，「民主主義こそ人々の
参加を保障するのに最良の統治形態だと信じ
表１　選挙区の民族構成別にみる与党連合の下院選挙獲得議席数（マレー半島部のみ）
ノン・マレー区 民族混合区 マレー区
半島部民族
混合区比率
半島部与党
議席占有率
1959年
1964年
1969年
1986年
1990年
1995年
1999年
2004年
2008年
1（ 9）
8（14）
2（14）
1（15）
0（15）
8（15）
7（15）
4（15）
0（15）
49（57）
56（56）
44（56）
71（76）
73（76）
80（81）
76（80）
97（97）
51（95）
20（34）
22（31）
19（31）
40（41）
26（41）
35（48）
19（49）
46（53）
34（55）
57.0%
55.4%
55.4%
57.6%
57.6%
56.3%
55.6%
58.8%
57.6%
71.2%
85.6%
64.4%
84.8%
75.0%
85.4%
70.8%
89.1%
51.5%
（出所）図３に同じ。
（注）かっこ内は定数。ノン・マレー区はマレー人有権者比率が25％未満の選挙区。民族混合区は
同比率が25％以上75％未満の選挙区。マレー区は同比率が75％以上の選挙区。1959年選挙に
ついては民族構成がわからない４選挙区を，1964年選挙と69年選挙については３選挙区を除
外した。ただし半島部与党議席占有率はこれらの議席も含めて算出した。
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る」と述べた。彼はその後，「開放性」（openness）
を標榜して議会の活性化や司法改革，選挙制度
改革に向けたイニシアティブをとった［中村 
2007］。メディアの報道姿勢にも変化が生じ，
政府に批判的な記事や投書が増え，野党指導者
のロング・インタビューが掲載されるようにも
なった。しかし，報道統制強化の目的で1984年
に施行された印刷機・出版物法は温存されてお
り，メディア統制が大幅に緩和されたとは評価
しがたい。
一方で，他の多くの国々と同様に，過去10年
の間にマレーシアの情報環境は急速な変化を遂
げた。インターネットが普及，発展したためで
ある。国際電気通信連合（ITU）によれば，マ
レーシアでは，1998年の時点で100人当たりの
インターネット・ユーザー数は6.75人にすぎな
かったが，2003年には34.97人，2007年には
55.70人にまで増えている。
マレーシア政府は，1995年に「マルチメディ
ア・スーパーコリドー」構想を発表し，情報通
信産業を主要な育成対象に位置づけるとともに，
外国企業の誘致に力を注いできた。その一環と
して，政府はインターネットの自由な利用を保
障する方針を掲げている。政府による統制のな
いネットは，すぐさま政治的コミュニケーショ
ンの新たなツールとして利用され始めた。1999
年総選挙では野党支持者が海外ドメインのサイ
トから情報を発信し，同年には独立系ニュース
サイトの『マレーシア・キニ』（Malaysiakini）
も誕生した［Abbott 2004］。
インターネットのユーザー数の増大とともに，
ウェブサイトは新たなマスメディアとして機能
し始めたと考えられる。一部の市民は，ウェブ
サイトを主要メディアの代替物とみなし始めて
いる。マラヤ大学のアリ・ハサン・ハズブラ
（Abu Hassan Hasbullah）准教授率いるチームが，
21歳から41歳までの２万1000人を対象に，2008
年総選挙直前の２週間に実施した調査によれば，
この世代は，ニュー・メディア（オンライン・
メディアとブログ）について，自由度や公開性
のみならず，正確性や真実性においても既存メ
ディア（主要新聞とテレビ）と同等以上に評価
している（注16）［ZENTRUM 2008］。
では，インターネットを利用した新たなメ
ディアの登場が，人々の投票行動に影響を与え
たと考えられるだろうか。1999年選挙以降の３
回の下院選挙について，州（クアラルンプール
連邦領を含む）を単位として，人口100人当たり
のインターネット・プロバイダー契約者数（注17）
（選挙前年の数値）と国民戦線の得票率との関係
をみると，1999年選挙と2004年選挙については
統計的に有意な相関がないのに対し，2008年選
挙については負の相関（r ＝−0.6003, N ＝14, p
＜0.05）が認められる。
ただしこの関係は，経済状況など，与党得票
率に影響するほかの要因を反映しただけの見せ
かけの相関にすぎない可能性がある。そこで，
1995年選挙から2008年選挙までを対象とし，州
を単位とするパネルデータ分析を行った。デー
タをパネル化しても観測数が少なく（N ＝42），
推計の安定性は望めない。よって以下の分析は，
与党得票率に対するインターネット効果の有無
や大きさについて決定的な証拠を導くことはで
きない。それでも，現時点におけるひとつの有
力な判断材料にはなるであろう。
従属変数は国民戦線得票率，主要な関心対象
の独立変数は，100人当たりプロバイダー契約
者数，ならびに100人当たりプロバイダー契約
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者数と2008年選挙ダミーの交差項である。コン
トロール変数として，GDP 成長率（注18）と失業
率（注19），平均実質世帯月収（100リンギ）（注20）と
その２乗項，年平均１人当たり連邦開発予算配
分額（注21）（実績値の対数），投票率を組み込んだ。
対象期間を通じて変化しない，各州固有の要因
による誤差（固定効果）を排除するため，１階
の階差をとって pooled OLS による推計（first-
differenced estimator による推計）を行った（注22）。
景気を政権の評価基準としてなされる，いわ
ゆる経済投票（economic voting）では，とくに
景気変動が顕著な場合，有権者が短期的な景気
動向より中期的なパフォーマンスを重視する可
能性がある［Remmer 1991; Benton 2005; 間2009］。
マレーシアでも1999年選挙の前に，アジア通貨
危機の影響で深刻な不況に陥ったのち，わずか
な期間で V 字回復を遂げるという急激な景気
変動があった。そこで，GDP 成長率と失業率
について，選挙前1年間の値をみる推計と，２
年間の平均値をみる推計を行った（注23）。
推計結果は表２にまとめた。モデル１とモデ
ル２の双方で，100人当たりプロバイダー契約
者数と2008年選挙ダミーの交差項の係数がマイ
ナスとなり，５パーセント水準で統計的にも有
意である。また，この交差項の係数と，100人
当たりプロバイダー契約者数の係数をあわせて
統計的有意性をみると（F 検定），モデル１とモ
デル２のどちらも１パーセント水準で有意であ
る。決定係数が若干高いモデル１に従えば，
2008年選挙において，コントロール変数の効果
が一定なら，100人当たりプロバイダー契約者
数が１人増えると国民戦線得票率が0.72パーセ
ントポイント減少するという因果的効果がみら
れる。観測数が少ないことから，係数のサイズ
についてはとくに慎重な解釈を要するが，この
数値はインターネットに無視し得ぬ効果があっ
たことを示唆しているといえよう。
上記の推計結果は，インターネットの普及が
政府 ･与党による争点顕出性の操作を困難にし，
社会の民族的亀裂にもとづく与党の構造的優位
を損ねるという仮説に合致する。しかし，イン
ターネットの影響が出始めたのがなぜ2004年で
はなく2008年だったのかという問題が残されて
いる。全国レベルの100人当たりプロバイダー
契約者数は，1998年の1.8人から，2003年に12.0
人，2007年に19.5人と推移した。2003年から
2007年の間に1.6倍になったが， 1998年から2003
年の間の増加率の方が圧倒的に高い。100人当
たりプロバイダー契約者数12.0人と19.5人の間
に，インターネットが投票行動に影響を与え始
める閾値のようなものがあるとは考えづらい。
ここで注意すべきは，前節の末尾で述べたよ
うに，言論統制が緩んでも，それが一意に与党
にとって不利な争点の顕出性を高めるわけでは
ないということである。どんな争点の顕出性が
高まるかは，ヘレステティシャンとしてのアク
ターの意思と手腕にも左右される。したがって，
なぜ2004年ではなく2008年だったのかという問
いに答えるには，各選挙前の政治動向を検討す
る必要がある。
３．なぜ2008年だったのか
2004年選挙と2008年選挙の比較に入る前に，
なぜ1999年ではなかったのかを検討しておきた
い。というのも，エスニシティを超えた新たな
対立軸を生み出そうとする野党側の動きは，
2008年選挙よりも1999年選挙の方が活発な面が
あったからである。1999年総選挙は，前年９月
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のアンワール副首相解任，逮捕という事件の余
波のなかで実施され，野党側は初めて PAS と
DAP が直接連携して与党連合に挑戦した。
アンワールは，副首相解任後まもなく，「プ
ルマタンパウ宣言」を掲げて政治改革運動を始
めた。この宣言でアンワールは，汚職の撲滅と
経済的平等の実現を目標に定めた。PAS と
DAP の指導者はプルマタンパウ宣言に賛同し，
NGO とともに「正義のためのマレーシア人民
行動評議会」（GERAK）を設立して政治改革運
表２　州を単位とする階差パネルデータ（1995〜2008年選挙）の推計
（first-differenced	estimator による推計）　　　　　　	　
従属変数：Δ国民戦線得票率
独立変数：
Δ100人あたりプロバイダー契約者数
　
Δ100人あたりプロバイダー契約者数×2008年選挙ダミー
　
ΔGDP成長率（１年間）
　
ΔGDP成長率（２年間平均）
　
Δ失業率（１年間）
　
Δ失業率（２年間平均）
　
Δ平均実質世帯月収（100リンギ）
Δ平均実質世帯月収（100リンギ）2
Δ対数化年平均１人あたり連邦開発予算配分額実績値
　
Δ投票率
　
2004年選挙ダミー
　
2008年選挙ダミー
　
定数項
　
モデル1 モデル2
0.1655
（0.2501）
−0.8831**
（0.3280）
0.5007
（0.5026）
　
　
0.4513
（1.1070）
　
　
1.1976
（1.0433）
−0.0187
（0.0155）
4.1738
（4.2972）
−0.8166*
（0.4578）
14.6033**
（5.5687）
4.5748
（4.2541）
−9.5578***
（3.3599）
0.1683
（0.2676）
−0.8523**
（0.3401）
0.2515
（0.6345）
0.3099
（1.0717）
1.1750
（1.1225）
−0.0192
（0.0166）
4.6216
（4.4098）
−0.8526*
（0.4496）
12.5120
（11.7269）
4.4676
（8.1104）
−9.2033
（7.8042）
観測数
決定係数
42	
0.8186	
42	
0.8123	
（出所）筆者作成。
（注）かっこ内は分散不均一頑健標準誤差。***p ＜0.01，**p ＜0.05，*p ＜0.10.
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動に加わった。アンワールの逮捕後，支持者ら
は国民正義党（Keadilan）を立ち上げる。こう
した過程を経て，1999年４月，PAS，DAP，
Keadilan と左派小政党のマレーシア人民党
（PRM）の４党が野党連合・オルタナティブ戦
線（Barisan Alternatif）を形成する。
1999年総選挙にあたり，オルタナティブ戦線
は統一候補の擁立を目指し，わずかな例外を除
いて候補者の一本化を実現した。加えて野党連
合は，統一公約を掲げてこの選挙に臨んだ。こ
の公約はプルマタンパウ宣言の主旨に沿ったも
のであり，具体的な目標としては，首相任期の
限定（２期まで），民営化事業の透明化促進，
報道の自由化，所得税非課税枠の拡大，最低賃
金制度の導入などが定められた［BA 1999］。こ
の統一公約で野党が強調したのは，国家を利用
し不正な手段で利益を得ている一部の政治家，
企業家層と，その他の人々との利害対立という
図式である。野党側は，与野党間関係を階級イ
デオロギーに沿った対立と捉える政治状況の再
定義を試みたといえる。
これに対して政権トップのマハティールは，
競合空間のエスニシティ次元への固定化を意図
した発言を繰り返した。野党のクローニズム批
判に対しては，新経済政策の恩恵を受けたマ
レー人はみなクローニーだと主張して階級対立
の存在を否定した。同時にマハティールは，野
党連合を急進民族政党による野合とみなし，再
三にわたりこれを非難した。与党連合はマニ
フェストにおいて，彼らの実績として高度経済
成長や貧困削減とともに安定的な民族間関係の
維持を強調し，急進主義と戦うという方針を掲
げた［BN 1999］。
選挙キャンペーンでは，マハティールの発言
と与党連合の宣伝が主要メディアを席巻し，野
党指導者のメディアへの露出は極端に少なかっ
た。前述のように，この時点で野党支持者は積
極的にウェブサイトを活用し始めていたが，イ
ンターネットはまだ国民に浸透していなかった。
このような情報環境が，階級次元の顕出性を抑
えようとする政府・与党側に有利に働いたと考
えられる。
では，国民の４割以上がインターネットを利
用するようになった2004年の総選挙で，なぜ野
党は惨敗を喫したのか。それは，情報環境が
整ったにもかかわらず，野党側が有効なヘレス
テティックをなし得なかったからだと考えられ
る。
1999年選挙から2004年選挙までに，野党間の
関係は様変わりしていた。DAP は，2001年の
9.11事件後まもなくオルタナティブ戦線を離脱
した（注24）。PAS では強硬派のイスラーム指導者
が台頭し，同党は2004年選挙を前に，イスラー
ム国家樹立の方針を改めて強く打ち出す『イス
ラーム国家文書』［PAS 2003］を発表した（注25）。
一方与党側では，マハティールに代わって清廉
なイメージのあったアブドゥラが首相に就任し
ており，そのアブドゥラは「進歩的なイスラー
ム」（Islam Hadhari）をスローガンに掲げて，宗
教面で穏健政策を堅持する姿勢を示した。与野
党それぞれの中核政党である UMNO と PAS が
このような関係にある以上，その他の野党が再
びエスニシティを越えた争点の顕出性を高める
のは困難であった。Keadilan と PRM は2003年
８月に合併して PKR となり，PKR は2004年選
挙で多くのノン・マレー候補を擁立したものの，
この動きが広い注目を集めることはなかった。
2004年選挙での惨敗の後，PAS では「プロ
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フェッショナル」と呼ばれる知識人・専門職従
事者が台頭し，宗教政策面での軌道修正が模索
され始めた。DAP もまた，PAP 時代に掲げた
「マレーシア人のマレーシア」というスローガ
ンを捨て去り，エスニシティ次元での立場を中
道寄りに移動させた（注26）。加えて，2004年９月
にはアンワール元副首相が釈放され，PKR の
顧問に就任した。その後３野党は，石油製品と
電力料金の値上げ反対デモや選挙制度改革運動
といった，利害の共通する争点にかかわる協力
を深める。
2008年選挙においてこの３党は，４年前には
低調に終わった候補者の一本化を完遂した。統
一公約の策定は見送られたが，PAS と DAP を
仲介する立場の PKR は，新経済政策を廃止し，
民族にかかわらず低所得層を支援する方針を公
約に掲げた［PKR 2008］。1999年選挙と比べる
と DAP には PAS との協力に消極的な姿勢がみ
られたものの，４年前とは異なり，野党間の政
策面での接近が明瞭になった。
2004年からの４年間には，ここまで述べたよ
うな野党の意思の変化に加え，ネット利用者の
さらなる増加と，ブログ，YouTube といった新
種のサイトの興隆という客観条件の変化もあっ
た。野党が積極的にブログや YouTube を利用
しただけでなく，ジャーナリストや市民運動家
らが主宰するいくつかの著名ブログがオルタナ
ティブ・メディアとして機能し，投票行動にも
影響を与えたとみられている［伊賀 2008; Tan 
and Zawawi 2008］。野党の意思の変化とともに，
インターネット利用の量的増大と質的変化が階
級次元の顕出性を高め，半世紀にわたる民族混
合区での与党優位を突き崩したのではないかと
考えられる。
む　す　び
マレーシアでは，市民的自由の抑圧と競争性
の高い選挙が併存する競争的権威主義が40年に
わたり続いてきた。競争的権威主義下の統治者
は，在野勢力の挑戦を強く抑圧すれば激しい反
発や国際的孤立を招きかねず，容認すれば権力
を失うかもしれないというジレンマに直面して
いる。マレーシアの与党連合は，このジレンマ
にあってなぜ長期間権力を維持し得たのか。な
ぜ完全な民主化が果たされないのか。あるいは
逆に，より強い政治的権利の抑圧と露骨な選挙
不正をともなう体制へと転じないのはなぜか。
本稿は，言論統制という市民的自由の抑圧が，
統治者が選挙で勝ち続けるうえで必要にして十
分な効果をあげたと考えられることを示した。
コミュニケーション研究の知見によれば，メ
ディアの報道は，争点の重要性に関する人々の
認識に影響を与える。したがって政府統制下の
メディアは，統治者に有利な争点の顕出性を高
め，不利な争点の顕出性を抑えるという操作の
ための道具になりうる。
マレーシアでは，民族問題だけが重要争点と
認識される，あるいは民族問題の相対的重要性
が非常に高いと認識されるなら，野党に比べ相
対的に穏健な立場をとる与党連合が選挙で優位
に立てる。票の共有，すなわち華人，インド人
の有権者がマレー人与党に投票し，マレー人有
権者がノン・マレー与党に投票するという投票
行動の効果が，民族混合区で強く表れるからで
ある。
1959年の第１回総選挙から今日まで，マレー
人有権者比率が25パーセントから75パーセント
言論統制は政権維持にいかに寄与するか
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までの民族混合区の比率は一貫して高く，2004
年選挙までの間，与党連合は民族混合区で圧倒
的な優位にあった。そのために，マレー区とノ
ン・マレー区の双方で大きく議席を減らした選
挙においても，与党連合はマレー半島部定数の
65パーセント弱から70パーセント程度の議席を
確保し得た。
ところが2008年総選挙では，票の共有効果が
希薄になり，民族混合区での与党優位が消失し
た。この現象は，言論統制を通じた政府・与党
による争点顕出性の操作が効かなくなり，エス
ニシティとは異なる次元の顕出性が高まったこ
とを示唆する。その背景に，2000年代に急速に
進行したインターネットの普及がある。マレー
シア政府は情報通信産業を戦略的育成対象に位
置づけており，外国資本への配慮から，イン
ターネット利用を統制しない方針をとってきた。
その結果，ニュースサイトやブログが新たなマ
スメディアとして機能し始め，既存メディアに
対する統制の効果を薄れさせたと考えられる。
市民的自由を抑圧する統治者の動機に焦点を
あてた本稿の事例研究から，新興国における政
治体制の安定について２つのインプリケーショ
ンを導くことができる。ひとつは競争的権威主
義が持続する条件に関するものである。マレー
シアにおいて統治者が権力を維持するうえで言
論統制が十分な効果をあげたのは，政党システ
ムのあり方とエスニック集団の地理的分布（混
在），単純小選挙区制という構造的条件がそろっ
ていたためである。政党間競合のあり方が特定
の社会的亀裂に強く規定され，統治者が固定的
な支持層をもつ場合，争点顕出性の操作が集票
に大きく寄与する。こうした条件下では，メ
ディア統制のような比較的弱い抑圧が大きな効
果をあげ，統治者は選挙の見かけ上の競争性を
保ったまま権力を維持できる。すなわち統治者
は，競争的権威主義のジレンマから解放される。
本稿のもうひとつのインプリケーションは，
分断社会の民主主義に関するものである。票の
共有は，権力分有（power sharing）論のうち，
ドナルド・ホロビッツに代表される統合派の議
論における鍵概念である。分断社会においてエ
スニック集団間の政策的妥協を実現するには，
多極共存派が唱える比例代表制を通じた議席の
共有は不十分であり，票の共有という強いイン
センティブが必要だと統合派は主張する。
しかし本稿で示したように，票の共有の効果
が権力を分有するエリート連合の統治を永続化
するほど強いなら，それは諸民族のエリートが
政策面で歩み寄って連立を維持するインセン
ティブになるだけにとどまらない。同時にそれ
は，民族問題を政治的争点として絶えず再生産
し，かつ階級問題のようなエスニシティの垣根
を越えた争点の顕在化を抑えるべく言論を統制
するインセンティブにもなる。
マレーシアは，票の共有にもとづく連立政権
が長期間続く希有な事例であり，統合派にとっ
て決定的に重要な事例といっても過言ではない。
そのマレーシアは，票の共有に支えられた分断
社会の民主主義が，言論統制のインセンティブ
という脆弱性を孕むものであることを示唆して
いる。
（注１）Levitsky and Way（2010, 14-15）は，競
争的権威主義のほかに以下の3種の体制をハイブ
リッド体制の下位類型として提示した。ひとつ
は立憲寡頭制（constitutional oligarchies）ないし
排他的共和制（exclusive republics）と呼ばれる
もので，一部の国民を選挙から排除する体制を
指す。第２は後見体制（tutelary regimes）で，選
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挙で選ばれた政府の権限が軍や国王，宗教指導
者ら選挙に依拠しない権威によって制約される
体制である。第３は制限された／準競争的民主
主義（restricted or semi-competitive democracies）
で，選挙は自由だが主要政党の活動が禁じられ
た体制である。
（注２）2008年時点でのロシアの政治体制に関
する Levitsky and Way（2010）の記述には矛盾が
ある。本文中には「2008年を通じて安定した競
争的権威主義」（p. 186）との記述があるが，各
国の体制を整理した個所（p. 21, 371）では完全
な権威主義に分類されている。本稿では後者の
評価に従うことにする。
（注３）競争性の点でマレーシアの選挙がまっ
たく問題なしと評価されているわけではない。
ゲリマンダリングと政治資金の不正利用の問題
が指摘されている。ゲリマンダリングについて
は，1980年代から90年代にかけて，もっぱら農
村部の過大代表の問題と捉えられていた。農村
部ではブミプトラ（先住民族）人口比率が非常
に高い。よって農村部の過大代表はブミプトラ
の過大代表を意味する［Rachagan 1987; 1993］。
加えて1971年に新経済政策，いわゆるブミプト
ラ政策が始まって以降，与党はマレー人が人口
の大多数を占める地域で高い支持率を得ていた
ため，農村部の過大代表はゲリマンダリングだ
と指摘された。しかし1990年選挙以降，マレー
人選挙区における与党勢力の長期的衰退が目立
つようになると，民族混合選挙区の増加がゲリ
マンダリングと呼ばれるようになった［Brown 
2005; Ong and Welsh 2005］。政治資金の不正利用
については，法定限度額を上回る選挙対策費の
使用や票買い行為があると指摘されている
［Gomez 1996］。
（注４）Levitsky and Way（2010, 21, fn. 117）は，
マレーシアでは1957年の独立から今日まで一貫
して競争的権威主義が続いているとみており，
35カ国のうちもっとも長い歴史をもつ事例とみ
なしている。しかしこれまでのマレーシア政治
研究では，1969年の5.13事件以後に権威主義化
したとする評価が一般的であり，本稿はこの評
価にしたがう。それでも，マレーシアの競争的
権威主義はボツワナ（1966年〜現在）に次ぐ長
寿である。
（注５）英領マラヤは，マレー半島部の諸州が
まずマラヤ連邦として1957年に独立した。1963
年にシンガポールとサバ，サラワクを加えてマ
レーシアとなり，2年後にシンガポールが分離独
立した。
（注６）鈴木（2010）は，マレーシアの政治体
制を既存の類型論には収まりきらない固有性を
もつものと捉えつつ，その持続性を説明するも
のである。本稿では，マレーシアの政治体制を
競争的権威主義と捉えた場合にも鈴木（2010）
の議論は有効と判断し，競争的権威主義の持続
を説明する文献のひとつに位置づけた。
（注７）印刷機・出版物法（Printing Presses and 
Publications Act）は1984年に制定されたものだが，
それ以前には，植民地期に制定された印刷機条
例（Printing Presses Ordinance）があり，新聞の
認可制は1971年に実施された同条例の改正に
よって導入されている。［Mohd Azizuddin 2005］。
（注８）選挙法違反が報道されず，不正が見過
ごされるといった指摘はある［Mustafa 2003, 56］。
（注９） 公 刊 さ れ た 文 献 で は，Ezhar et. 
al.（2006）しか筆者には見つけられなかった。
ただしこの文献も，報道の内容分析ないし実験
的統制とメディア効果の測定を組み合わせたも
のではない。テレビと新聞，雑誌，インターネッ
トのニュースへの接触度（頻度と関心度の合成
指数）を独立変数のひとつとし，民族的寛容度
への影響を分析したものである。自己申告のア
ンケート調査にもとづくこの研究では，ニュー
スへの接触度が高いほど，認知，態度，行為の
各レベルで民族的寛容度が高くなるという分析
結果が報告されている。
（注10） 当 時 の 党 名 は 国 民 正 義 党（Parti 
Keadilan Nasional）。国民正義党の結成と人民正
義党への改組についてはⅢ節で言及する。
（注11）ただし，本稿は投票が有権者の自発的
意志でなされると仮定しているのに対し，
Horowitz は票の共有を各党がもつ組織票の交換
言論統制は政権維持にいかに寄与するか
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と捉えている。本稿では，票の共有ということ
ばを，有権者の自発性にもとづく，合理的選択
としての異民族政党への投票と再定義して用い
る。
（注12）ただし重要な差異もある。コミュニ
ケーション研究では争点顕出性の認知と候補者
の評価が区別されるのに対して，投票の空間理
論では争点顕出性が行為（投票先の選択）に直
結する。また投票の空間理論では，各次元の尺
度が厳密に一致していることが求められる
［Davis, Hinich and Ordeshook 1970］。
（注13）図2-B における投票者と政党との距離
は，重み付きユークリッド距離（weighted 
Euclidean distance: WED）で計測される。この場
合（２つの次元が独立）の WED は次のように
定 義 で き る［Davis, Hinich and Ordeshook 1970; 
Hinich and Munger 1997］。政党 i の座標上の位置
を qi＝（qi1, qi2），投票者 i の位置を ri＝（ri1, ri2）と
する。簡単化のため，次元の顕出性は各投票者
に共通とし，MC-MI 次元の顕出性（重み）を a1，
L-R 次元の顕出性（同）を a2とする（a1＞0，a2
＞0）。政党の位置と投票者の理想点の間の重み
付きユークリッド距離は以下のとおりである。
WED（qi, ri）＝ a1（qi1−ri1）2＋a2（qi2−ri2）2
図2-B における与党（政党１），野党（政党２）
の立場と３人の投票者の理想点は，MC-MI 軸の
MC 端を0，MI 端を100とし，同様に L-R 軸の L
端を0，R 端を100として，以下の位置にある。
q1＝（67,28），q2＝（83,75），r1＝（15,63），
r2＝（83,75），r3＝（70,19）.
与党の位置 q1＝（67,28）を与件とし，野党が可
動範囲内で位置 q2を変更した場合に，野党が投
票者1と投票者２の票を得て勝利できる条件は以
下のとおりである。まず，可動範囲内で投票者1
との距離がもっとも短くなる野党の位置は q2' ＝
（70,63）である。投票者１にとって野党との重
み付きユークリッド距離が与党とのそれより短
くなる条件，すなわち，
WED（q2', r1）＜WED（q1, r1）
を満たす条件は，
a1＜ 1225321 a2
である。
一方，投票者2にとっては，政党2の可動範囲
を定めた仮定により，MC-MI 次元と L-R 次元の
双方で政党１よりも政党2の方が常に自身の理想
点に近い。すなわち，
WED（q2', r2）＜WED（q1, r2）
は a1と a2の値にかかわりなく常に成立する。し
たがって，野党が投票者１と投票者２から得票
して勝利するための条件は，L-R 次元の顕出性
を１としたとき，MC-MI 次元の顕出性がおよそ
3.82より低いことである。
（注14）1959年選挙，1964年選挙については，
Vasil［1972：97-110］記載のデータを用いた。
1969年選挙のデータは公表されていないが，選
挙区割りの変更がないため1964年選挙のデータ
を流用した。1986年選挙以降のデータの出所は，
New Straits Times（1990. 22 Oct., 1995. 26 Apr., 
1999. 1 Dec., 2004. 23 Mar., 2008. 10 Mar.），Utusan 
Malaysia（1986. 5 Aug.），Berita Harian（1999. 1 
Dec.）。ただし次の修正を施している。⑴1986年
選挙のデータの欠落（１選挙区）の補充に1990
年選挙のデータを使用。⑵1990年選挙のデータ
で誤りの可能性が高い18選挙区と欠落（１選挙
区）の補充に1986年選挙のデータを使用。⑶
1995年選挙のデータの欠落（１選挙区）の補充
に1999年選挙のデータを使用。
（注15）民族混合区における与党優位は，広域
にわたって特定民族が集中している地域とその
他の地域との差異（与野党の組織力格差の差異
が予想される）をコントロールしたうえでも確
認できる［中村 2009］。
（注16）この調査は，13の州と連邦領において
それぞれ1500人から回答を得るというかたちで
実施されている。したがって，ニュー ･ メディ
アに親近感をもつ者が積極的に回答し，そうで
ない者は回答を拒否する傾向があったかもしれ
ず，セレクション ･ バイアスがかかっている疑
いがあるので注意が必要である。
（注17）1998年についてはダイアルアップ契約
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者のみ。1998年と2003年の数値は，総数を州別
シェアで割り戻して算出した。1998年の数値の
計算には，2001年のシェアを使用した。州が特
定されない契約者（プリペイドユーザーなど）
については，州別シェアにしたがって割り振っ
た。サバ州の数値はラブアンを含む。プロバイ
ダー契約者数については DOS（various years; 
2008a），州人口については DOS（various years）
のデータを使用した。なお，政府機関のマレー
シア通信マルチメディア委員会は，近年インター
ネット ･ユーザー数の調査を行っている［MCMC 
2005; 2008］。もっぱら学校や職場の機器を利用
しているユーザーもいると考えられるため，イ
ンターネット普及度の指標としてはプロバイ
ダー契約者数よりユーザー数の方が適切であろ
う。しかしユーザー数については十分な時系列
データがないため，以下ではプロバイダー契約
者数を用いる。
（注18）投票日前の４四半期の成長率について，
全国レベルの数値を州のシェアで割って算出し
た。各州のシェアは５カ年計画と中間報告書
［Malaysia 1996; 1999; 2001; 2003; 2006; 2008］ お
よび経済計画局ウェブサイトのデータを用い，
データの欠落する年については線形変化するも
のと仮定して算出した。上半期に投票が行われ
た場合（1995年選挙，2004年選挙，2008年選挙）
には前年の値，下半期に投票が行われた場合
（1999年選挙）には当該年の値を用いた。全国レ
ベ ル の GDP は，Bank Negara Malaysia［various 
issues］の四半期データを用いた。たとえば2004
年選挙（３月実施）前1年間の州別 GDP 成長率
は，以下の手順で算出した。⑴2003年第２四半
期から2004年第１四半期までの全国レベルの
GDP を2003年の州別シェア（第７次５カ年計画
中間報告書記載）で割り，州別 GDP を算出。⑵
この前の４四半期の全国レベル GDP を2002年の
州別シェア（2001年と2003年のデータから算出）
で割り，州別 GDP を算出。⑶この２期間の成長
率を算出。サバ州の数値はラブアンを含む。州
別 GDP は，2005年以降，州をまたぐ分（supra 
state）を除外したかたちで公表されるようになっ
たため，2008年選挙前の成長率についてはこの
データを使用した。
（注19）上半期に投票が行われた場合（1995年
選挙，2004年選挙，2008年選挙）には前年，下
半期に投票が行われた場合（1999年選挙）には
当該年の数値を１年間の失業率とした。その前
年の数値との平均値が２年間平均の数値。1994
年には統計局の労働力調査が行われなかったた
め，1993年と1995年の平均値を使用した。サバ
の数値はラブアンを含まない。統計局内部資料，
および DOS（2008b）のデータを使用した。
（注20）2000年の消費者物価指数を100として
実質所得を算出した。上半期に投票が行われた
場合（1995年選挙，2004年選挙，2008年選挙）
には前年，下半期に投票が行われた場合（1999
年選挙）には当該年の数値を使用した。データ
の出典は経済計画局ウェブサイト。世帯所得調
査（Household Income Survey）は５年に２回程度
のペースで実施されてきた。データの欠落する
年については線形変化するものと仮定して算出
した。
（注21）1995年選挙については第６次５カ年計
画期間の５年間の実績値にもとづき算出した。
1999年選挙については1996年から1998年までの
３年間の実績値（第７次５カ年計画中間報告記
載），2004年選挙については2001年から2003年ま
での実績値（第８次５カ年計画中間報告記載）
にもとづき算出した。第９次５カ年計画以降は，
州別の連邦政府開発支出の実績値が公表されな
くなった。そこで2008年選挙については，第9次
５カ年計画記載の計画値にしたがって州別シェ
アを割り出し，同中間報告記載の2006年と2007
年の実績値（全国）が計画通りの比率で各州に
配分されたと仮定して配分額を算出した。また，
プトラジャヤの連邦領化（2001年）にともなう
データの歪みを軽減するため，2004年選挙と
2008年選挙については，連邦領（クアラルンプー
ル）とスランゴール州への配分額を足して２で
割るかたちで算出した。人口データは選挙前年
の推計値を使用した。
（注22）1995年選挙前年の人口100人当たりプ
言論統制は政権維持にいかに寄与するか
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ロバイダー契約者数を０としたこと，ならびに
州の数，総選挙の回数ともに少ないという制約
のため，当該年と系列平均との差分をとる手法
（within estimator による推計）ではなく，first-
differenced estimator による推計を行った。マレー
シアで最初のプロバイダー Jaring が活動を始め
たのは1992年であるが，1994年の時点での契約
者数はごくわずかであったと考えられる。利用
できるもっとも古いデータである1996年時点で
は，プロバイダー契約者数は全国で６万4000人
（100人当たり0.003人）であった。
（注23）逆に，有権者が選挙直近の短期的な景
気動向をもとに経済投票を行う可能性もある。
そこで，モデル１の GDP 成長率を，投票日を含
む四半期の成長率（たとえば３月８日が投票日
だった2008年選挙の場合，2008年第1四半期の成
長率。前年同期比）に入れ替えたモデルも試し
た。推計結果はモデル1の結果とほとんど変わら
なかった。
（注24）1999年総選挙後，PAS はイスラーム国
家樹立を目指す方針を改めて打ち出した。2001
年６月，アブドゥル・ハディ・アワン副党首（ト
レンガヌ州首相・当時）は，PAS が政権を獲得
したら一般法廷を廃止し，シャリーア法廷を全
面的に機能させると述べた。この発言に DAP は
強く反発したが，PAS は妥協を示さなかった。
DAP では，８月の党大会でオルタナティブ戦線
からの離脱が議論されるも，この時点では結論
が先送りされる。9.11テロののち事態は急展開し，
DAP は同月22日に野党連合を離脱した。
（注25）本稿の仮説は，党内ポストをめぐる党
幹部間の競合が政策に与える影響を捨象してお
り，PAS のこの動きを説明できない。筆者は別
稿において，UMNO を対象に，党内競合と政策
との関係性について考察した。PAS においても，
類似のメカニズムが働いているのではないかと
考えている。詳しくは，中村（2010）を参照さ
れたい。
（注26）「 マ レ ー シ ア 人 の マ レ ー シ ア 」
（Malaysian Malaysia）というスローガンには，マ
レーシアは「マレー人の国」ではないという含
意がある。このスローガンは，ノン・マレー与
党よりも急進的な DAP のエスニシティ次元での
立場を象徴するものであった。DAP の新たなス
ローガンは「マレーシアを第１に」（Malaysia 
First）というもので，新旧のスローガンにいか
なる意味上の差異があるのかわかりづらい。し
かし，シンガポールの分離独立に至る緊張を招
いた「マレーシア人のマレーシア」というスロー
ガンを破棄したという事実に，エスニシティ次
元での穏健化を示すメッセージがあると解釈で
きる。
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